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東京湾臨海部における緑地の配置特性に関する研究 
 

 
 
 
１ 研究の背景と目的  

 大都市における地域再編、環境修復の必要性が高い地

域の一つとして東京湾臨海部が挙げられる。東京湾臨海

部において、近年、工業的土地利用から商業地域・住居

地域への転用等のウォーターフロント開発が進み、流

通・都市機能が多様化し、拡大している。また、臨海

部の埋立地は 100％人工的な特性を持ち、内陸部と

環境特性が異なる。緑地環境に関しても、急速な

土地利用転用や海からの影響を考慮した配置計画

が要求される。 

 本論文では、これらの課題に係わる緑被注 1）に着目し

て、立地形態と配置特性を分析することを目的とし、臨

海部においての緑地のあり方を追究し、これからの緑地

配置計画について検討する。 

 

２ 研究方法 

２．１研究対象領域 

 ケーススタディとして千葉県千葉市と浦安市のそ

れぞれ約５km×５km の範囲を対象領域とした。 

 千葉市は、1950 年代から埋立てが進み、内陸部

には千葉駅や千葉県庁を中心とする市街地が広が

り、臨海部には国際的な物流拠点でもある千葉港

や大規模工場が立地する京葉臨海工業地域が広が

っている。内陸部と臨海部で土地利用用途に違い

の見られる大都市臨海地域である。 

 浦安市は、1960 年代から埋立てが進み、内陸部

には市街地が広がる。臨海部には東京ディズニー

リゾートがあり、周辺地区に大型リゾートホテル

やイベントホールなどが並んでいる。市の総面積

の約 75％が埋立地という大都市臨海部の中でも特

異な地域である。 

２．２データレイヤーの作成 

①緑被データ 

 1pixel 注 2）=4m×4m 精度の高分解能IKONOS 衛星画像注

3）2000 年データを採用し、式(1)を用いて、正規化植生

指標：NDVI 注 4）を算出し、植生を抽出した。 

NDVI= (IR-R)/(IR+R)         (1) 

ただし、IR：近赤外域 R：赤色域 

②海岸線からの距離データ 

 海岸からの距離をバッファの作成により 100m ごとに

分類注5）し、海岸線からの距離データを作成した。 

③土地利用データ 

 1994 年の細密数値情報(10m メッシュ土地利用) 注

6）より、対象領域の土地利用データを作成した。 

３緑被環境の総体的把握 

３．１分析方法 

それぞれの対象領域全体の NDVI 図から、緑被環境の

総体的な把握を行った(Fig.1)(Fig.2)。 

Fig.1 千葉市におけるNDVI分布図 

Fig.2 浦安市におけるNDVI分布図 
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３．２結果 

 千葉市における緑被環境をNDVI分布図(Fig.1)から見

ると、内陸部に固まった NDVI 値の高い緑被地が存在す

る。また、臨海部にはほとんど緑被地が存在しないが、

埋立地との間の湾岸道路沿いに緑被地が存在する。 

 浦安市における緑被環境をNDVI分布図(Fig.2)から見

ると NDVI 値は領域全体でほぼ変化なく、大きな緑被地

もあまり見られない。臨海部のほうが内陸部よりも

NDVI値が平均的に高く見てとれる。 

３．３考察 

 千葉市の臨海部には工業地域が多く、緩衝帯としての

緑地が計画されて湾岸道路沿いに緑被地が存在すると考

えられる。また、内陸部に固まった緑被地が多く存在す

るのは、長年、草木が存続してきた場所であるから

と考えられる。 

 浦安市で、地域による変化が見られないのは、

ほとんどの緑被地が埋め立て事業以降に人工的に

計画され、創出されたものだからだと考えられる。 

 

４土地利用別緑被率 

４．１分析方法 

緑被データと土地利用データをオーバーレイす

ることで、それぞれの対象領域における土地利用

ごとの緑被率注7）を算出した(Fig.3) (Fig.4)。 

４．２結果 

土地利用別に千葉市の緑被率をみると(Fig.3)、

山林荒地が 63.3％、農業用地が 47.9％、未利用地

が 30.1％、工業用地が 14.6％、住宅用地が 23.6％、

商業用地が 13.1％、道路用地が 16.9％、公園緑地

が 47.8％、公共用地が 19.6％の値を示していた。 

一方、浦安市の緑被率を土地利用別にみると

(Fig.4)、山林荒地が 17.0％、農業用地が 9.2％、

未利用地が 13.6％、工業用地が 12.0％、住宅用地

が 14.8％、商業用地が 14.2％、道路用地が 14.8％、

公園緑地が 18.2％、公共用地が 17.0％の値を示し

ていた。 

４．３考察 

千葉市では、山林荒地、農業用地、公園緑地が

他の土地利用に比べて緑被率が高い値を示してい

る。これらの土地利用で緑被率が高いのは、元々

緑の多い場所で、長年、草木が存続してきた場所

でもあるからである。 

また、浦安市では、どの土地利用でも 20％を下

回る低い値となっていて、土地利用による緑被率

の違いがあまり見られない。これらの理由として

考えられるのは、浦安市の約 75％が埋立地という

特殊な地域であるため、緑地のほとんどが埋め立

て事業以降に人工的に計画され、創出されたもの

だからである。 

 

５海岸距離別緑被率 

５．１分析方法 

それぞれの対象領域で海岸からの距離データと

緑被データをオーバーレイし、100ｍごとの緑被率

を算出した。 

また、土地利用データをさらにオーバーレイす

ることで、100m ごとの土地利用構成比を作成した

(Fig.5) (Fig.6)。 

 

Fig.3 土地利用別緑被率(千葉)(％) 

 

Fig.4 土地利用別緑被率(浦安)(％) 

 
 



 

５．２結果 

千葉市の緑被率を海岸距離別に見ると(Fig.5)、

全体的な傾向として内陸部に向けて増加している。

2000～2300ｍにかけて山型になっている。また

3000ｍ付近から急激に緑被率が増加している。 

土地利用をそれぞれ見ると、山林荒地は、臨海

部にはほとんどなく、2,000ｍ～3,100m の間は約

5％前後の割合で、3,200ｍから 10～25％の割合を

示している。農業用地も山林荒地と同じような値

を示していて、2,000ｍから 5％～７％の値で、

3,000ｍから 10％を超え、3,200ｍ以降は 20％前後

の値を示している。未利用地は 2,000ｍまで徐々に

増加し、2,200ｍにかけて減少し、また増加してい

る。工業用地は、海岸線から 1,200ｍにかけて減少

し、以降は 5％以下の低い値を示している。住宅用

地は、600m まで増加し、以降は 20％～40％の値を

示している。また、2,200～2,400ｍの間は、40％

を超える値を示している。商業用地は 3,000ｍまで

10％～20％の値を示している。以降は、5％前後の

値を示している。道路用地は海岸距離に関係なく、

10％から 20％の値を示している。公園緑地は

1,600m～2,400ｍの間で 10％～20％の高い値を示し

ているが、他では、5％以下の低い値を示している。

公共用地は 2,000m まで 10％前後の値で、以降は

10％以下になっているが、海岸距離とはあまり関

係がないように考えられる。 

 
 

浦安市の緑被率を海岸距離別に見ると(Fig.6)、

0～1,000ｍにかけて僅かではあるが増加している。

また、1,200～1,800m にかけて僅かに減少し、以降

は 10％前後の値を保っている。全体的に変化が大

きくは見られない。 

土地利用をそれぞれ見ると、山林荒地は領域内

で 2％を超えるところはなく、山林荒地が少ないこ

とがわかる。農業用地も 2,000ｍまでは 2％をこえ

るところはなく、以降も 7％を示すところも見られ

るが、割合としてはほとんどない。未利用地は 0～

500ｍにかけて減少し、以降 2,000ｍまでは 20％前

後の値を示し、再び 3,000ｍまで減少している。工

業用地は、0～400m、1,400～1,800ｍの間で 5％を

超えている。また、2,700～3,200ｍの間は非常に

高い値を示している。住宅用地は 0～2,500ｍにか

けて徐々に増加し、以降 3,000ｍまで減少し、再び

増加している。商業地域は、臨海部から内陸部に

かけて僅かに減少している。道路用地は、0～600

ｍにかけて僅かに増加し、以降 2,200ｍまでは、約

20～25％の値を維持し、以降は僅かに減少してい

る。公園緑地は、ほとんどが 5％以下だが、0～600

ｍ、800～1,200 の間で 5％を上回っている。公共

用地は、0～700ｍにかけて増加し、以降 1,500m ま

で 10％前後の値を維持している。それ以降は約 1

～7％で規則性は見られない。 
 

 
 

Fig.5 海岸距離別緑被率と土地利用(千葉) 

Fig.6 海岸距離別緑被率と土地利用(浦安) 
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５．３考察 

千葉市の緑被率が全体的な傾向として内陸部に

向けて増加しているのは、土地利用別に見たとき

に、緑被率が高かった山林荒地、農業用地が同じ

ように増加している事によると考えられる。また、

2,000～2,300ｍにかけて緑被率が山型になってい

るのは、海岸線から距離の同バンドで公園緑地の

割合が高くなっているからと考えられる。 

浦安市の緑被率が 0～1,000ｍにかけて僅かでは
あるが増加し、また、1,200～1,800m にかけて僅か
に減少しているのは、土地利用をみると、1,000ｍ
付近で土地利用用途の混合が見られる。そのため、

緩衝帯として計画的に配置された緑被地がこの一

定の値の緑被率のような緑地配置になると考えら

れる。また、全体的にあまり変化が見られないの

は、土地利用別に見たときに変化があまりなかっ

たのと同じで、緑被地のほとんどが埋め立て事業

以降に人工的に計画され、創出されたものだから

であると考えられる。 

 

６ 総括 
本研究で、緑被率と土地利用の関係を追究した

結果、以下のことが考察される。 
・埋立地の少ない臨海部では、海岸からの距離

によって土地利用が異なり、また、緑被地は土地

造成方法、道路敷設形態、土地利用等によって違

いが見られ、緑被率は主に土地利用によって左右

される。 
・埋立地では、緑被率は土地利用に関係なくほ

ぼ一定で、わずかに土地利用用途混合の多い地域

で緩衝帯としての緑被地が多く存在する。また、

海岸からの距離により、土地利用の違いは見られ

るが、土地利用による緑被率の変化はない。 
本研究では、臨海部や埋立地の緑被地の立地傾向が

わかった。今後は土地利用用途が変わる境界線にどれ

だけ緩衝帯としての緑被地が存在するかを明らかにし、

緑被地の配置特性を解明するとともに、緑被地の規模、

連続性など、緑被地がどのような位置付けで存在して

いるかを追求し、さらには、今後の臨海部の開発によ

って、緑被地がどのように変化、推移していくかを検

討したい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 [注] 

1) 本研究で述べる緑被とは、緑葉を持つ植物に覆われた地上を意味し、NDVI によって
抽出された分解能要素と定義する。 

2) 本研究では衛星画像データを利用するため、画像構造の表記で多く用いられるpixel
をラスター形式のデータを構成する基本的空間単位として利用する。 

3) 日本スペースイメージング株式会社発行の高分解能IKONOS 衛星画像は、U.S. Space 
Imaging Co Ltd のもと、米国の軍事技術をベースに開発された高解像度の地球観測
データで、最高1m精度での地球表面の観測が可能である。2000年12月26日取得の
マルチスペクトル形式のデータを採用。 

4) Normalized Difference Vegetation Index の略称で、衛星画像の持つ波長領域を利
用し、演算によって導き出される値で、理論的には-1から+1 までを示す。植物が多
いほど、また、被覆植生の活性度が高いほど大きな値をとる。 

5) 10ｍメッシュでは土地利用の構成と緑被の関係が判別しにくいため100ｍごとにバッ
ファを作成した。 

6) 土地利用については、国土地理院から提供される細密数値情報を以下の表の通り統
合して使用した。 

7) 分析において、緑被率とは便宜上NDVI≧0.1を示す割合のこととする。 
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大分類 中分類 小分類

山林荒地 1

2 田

3 畑・その他農地

4

5

工業用地 6

7 一般低層住宅

8 密集低層住宅地

9 中高層住宅地

商業用地 10

道路用地 11

公園緑地 12

公共用地 13

14

15

16

17 対象地域外

海

その他

河川・湖沼等

山林・農地等

造成地

宅地

公共公益施設用
地

農地

造成中地

空地

公園緑地等

細密数値情報による土地利用分類

農業用地

code

対象外

本研究での
適用分類

その他の公共公益施設

未利用地

住宅用地

工業用地

住宅地

商業・業務用地

道路用地

山林・荒地等


